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第６回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 

次第 

 
日時：2025年 1月 27日（月）14：00～16：00 

場所：前橋市商工会議所 リリィ（３階） 

                            群馬県前橋市日吉町１－８－１（TEL：027-234-5111） 

※Teams併用のハイブリッド開催 

 

 

１ 開 会  

  

２ 会長あいさつ  

  

３ 委員の紹介  

  

４ 議 題  

（１）今年度実施アンケート調査結果の概要について 

（２）経営連絡分科会協議結果の報告について 

（３）令和７年度協議会事業計画（案）について 

（４）令和７年度協議会予算（案）について 

（５）今後のスケジュールについて 

（６）その他 

 

５ その他 

 

６ 閉 会  
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【配布資料】 
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資料０－２ 第６回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 配席表 

資料１   第４回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 議事概要 

資料２－１ 今年度実施アンケート調査結果の概要（実証実験） 

資料２－２ 今年度実施アンケート調査結果の概要（高校生保護者） 

資料３   今後の鉄道のあり方及び取り組みの方向性（経営連絡分科会協議結果） 
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第４回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 議事概要 

 

日時：2024 年(令和 6 年)6 月 25 日(火) 14：00～15：45 

場所：前橋市中央公民館(前橋プラザ元気 21内) 501・502 会議室 

   群馬県前橋市本町二丁目 12番 1号 

   ※Zoom 併用のハイブリッド開催 

 

 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 委員の紹介 

 

４ 議 事 
 

（１）上毛電気鉄道及び沿線地域に関する調査結果（最終報告）の概要について  

（２）第１回経営連絡分科会における議論の概要について 

（３）潜在的利用者及び鉄道価値の把握に関する調査について 

（４）令和６年度協議会事業計画について 

（５）令和６年度協議会予算について 

（６）今後のスケジュールについて 

（７）その他 

 

５ その他 

 

６ 閉 会 

 

  

資料１
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【配布資料】 

資料０   議事次第 

資料０－１ 第４回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 出席者名簿 

資料０－２ 第４回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 配席表 

資料１－１ 第２回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 議事概要 

資料１－２ 上毛電気鉄道及び沿線地域に関する調査結果（最終報告） 

資料２－１ 第１回経営連絡分科会 次第 

資料２－２ 上毛電気鉄道の経営改善に向けた現状の整理について 

資料３－１ 上毛電気鉄道（上毛線）・上信電鉄（上信線）実証事業実施計画 

資料３－２ 潜在的利用者及び鉄道価値の把握に関する調査について 

資料４   令和６年度協議会事業計画 

資料５   令和６年度協議会予算 

資料６   今後のスケジュールについて 
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1. 開会 

2. 会長あいさつ 

3. 委員の紹介 

4. 議事 

4.1 上毛電気鉄道及び沿線地域に関する調査結果（最終報告）の概要について 

＜事務局より資料１－２に基づき説明＞ 

《意見等》 

■事業スキームの比較について 

【仙波委員(東武鉄道(株))】 

  本比較検討はそれぞれに優劣があり、一概にいずれかが優れているといえるものではないと理解

している。 

  新たな運営主体参入のメリットとして挙がっているガバナンス強化に関して、趣旨を詳しく教え

ていただきたい。 

  みなし上下分離の補充の拡大のデメリットとして、経営陣の退陣と株主権との法的要件の整理が

挙がっているが、なぜ生じるのかを教えていただきたい。 

⇒【事務局】ガバナンス強化に関しては、下物を行政が保有することにより、一層主体的に先行投資

等が可能になることを意味している。 

みなし上下分離の補充の拡大のデメリットに関しては、運行事業者に経営能力が残っている場合に

は、一般的に経営陣や株主との調整が難航することを意味している。 

 

■路線バス・BRT 運行との比較について 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  運賃収入に関して、アンケート等をもとに逸走率を設定しているが、前提として鉄道は現状と運

賃・本数等を変えずに運行する想定か。 

⇒【事務局】ご認識の通りである。 

【松井委員(群馬県県土整備部前橋土木事務所)】 

  バス・BRT の場合に現状と同様に経常赤字が発生する要因としては、バス・BRT となった場合には

利用しないという考えの利用者がおり、収入が減少するためという認識で良いか。 

⇒【事務局】ご認識の通りである。 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  検討にあたっては、鉄道・バス・BRT の所要時間の違いによるコストは考慮していないという認

識で良いか。 

⇒【事務局】ご認識の通りである。 

  バスに関しては、渋滞等の影響も大きく受ける。また、最大輸送力も鉄道とバス・BRT で異なる

点も課題のひとつである。 

【大島委員(上毛電鉄友の会)】 

  バス・BRT への転換事例として挙げている日立電鉄や鹿島電鉄が鉄道を廃線し、モード転換した

理由を教えていただきたい。 
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  日立電鉄や鹿島電鉄が廃線となった際と社会情勢や時代背景も異なり、現状であれば鉄道存続の

方がメリットが大きいと思われる。 

  他地域での事例として、宮城県の栗原電鉄は栗原市が運行主体となるコミュニティバスに転換

し、鉄道よりも低廉な運賃(鉄道：約 900 円、コミュニティバス：100 円)での運行となってい

る。運賃設定で逸走率が変化すると想定されるため、様々な先行事例をもとに検証すべきであ

る。なによりも鉄道の存続を図るような検討が必要である。 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  日立電鉄や鹿島電鉄に関しては、可能な範囲で逸走率の時点を把握することで前提条件を考慮し

た比較が可能である。 

  また、他地域では、鉄道廃止後に鉄道よりも運行本数を増やし、さらに高校生の通学利用の利便

性を維持・向上した結果、逸走率は 1 割程度にとなっている事例もみられる。一方で通学以外の

利用がなくなり、利用者数が大きく減少することも考えられる。 

⇒【事務局】補足として、他事例に関しては、バス・BRT の収支が逸走率の影響を大きく受けているこ

とを示すために、アンケート調査から設定した逸走率を基準として整理している。日立電鉄や鹿島

電鉄の廃線の経緯や逸走率の時点に関しては、情報を収集する。 

【佐羽委員(関東運輸局地域公共交通マイスター)】 

  バス・BRT の場合に逸走する利用者の移動手段はどのように想定しているのか。 

  また、逸走率の根拠となるアンケート調査では、上毛電気鉄道がなくなることを想定した回答と

はなっていない。実際に廃止した場合の逸走状況に関しては、他地域の事例で評価することも考

えられる。 

⇒【事務局】今回の調査では、収支の算定根拠の収集を目的としていたため、逸走した場合の移動に

関しては把握していない。また、他地域の事例に関しては、参考情報として収集する。 

【田中副会長(群馬県知事戦略部交通イノベーション推進課)】 

  BRT の営業外費用に関しては、どのような考え方で設定しているのか。 

⇒【事務局】営業外費用に関しては、毎年度、初期投資額の 1.5%が必要経費として発生すると想定し

て計上している。営業外費用に関しては、マニュアルや手引き等での定まった値がないため、近江

鉄道での検討事例を参考にして設定している。 

 

4.2 第１回経営連絡分科会における議論の概要について 

＜事務局より資料２－１、２－２に基づき説明＞ 

特に意見なし。 
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4.3 潜在的利用者及び鉄道価値の把握に関する調査について 

＜事務局より資料３－１、３－２に基づき説明＞ 

《意見等》 

■実証実験について 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  実証実験では、乗り放題キャンペーンで鉄道を利用した回数や区間を把握することは可能か。 

⇒【事務局】GunMaaS のシステム上、回数や区間の把握はできないため、アンケート調査で把握するこ

ととしている。 

【仙波委員(東武鉄道(株))】 

  実証実験の対象者を平日は 65歳以上に限定した場合に、潜在需要を掘り起こすターゲット層が高

齢者に限定されてしまうことが懸念として挙げられる。 

  通勤需要を取り込むことができていないことが課題であるため、可能であれば、通勤での利用が

見込まれる世代も対象としていただきたい。 

⇒【橋本委員(上毛電気鉄道(株))】国の補助制度を活用した取組みであり、なおかつ上信電鉄と共同

実施という前提条件もあり、対象者や期間を絞り込むこととなった。いただいたご意見に関して

は、次年度以降の取組みの検討の際に参考とする。 

【鏡山委員(ぐんま地域共創パートナーズ)】 

  潜在的な需要を把握するために、GunMaaS を利用していない方にも、アンケート調査等を実施し

てはいかがか。大きな費用が掛からない方法をご検討いただきたい。 

⇒【事務局】GunMaaS のアンケート機能を活用して、乗り放題キャンペーンのチケットの購買の有無で

設問を変えたアンケートを実施することを想定している。ただし、GunMaaS の利用者に限定されてし

まう点はご指摘の通りであるため、方法を検討する。 

【大島委員(上毛電鉄友の会)】 

  高齢者にとっては、GunMaaS をはじめとしたデジタルが利用しづらい側面もある。紙チケットの

併用は検討可能か。 

⇒【事務局】年齢等の属性を把握するために、マイナ連携の活用を想定しているため、今回の実証実

験では、GunMaaS のみの提供となる。本実証実験を契機に登録相談会等も拡大し、普及を図りたいと

考えている。 

⇒【田中副会長(群馬県知事戦略部交通イノベーション推進課)】GunMaaS の年齢層別利用者数を見る

と、必ずしも高齢者が少ないわけではなく、高齢者がデジタルに弱いとは一概に言えないと考えて

いる。しかし、高齢者層に限らず、使えない方が一定数いらっしゃるのは事実であり、中長期的な

課題と考えている。 

【三橋委員(関東運輸局鉄道部)】 

  アンケート調査は WEB アンケート等を活用する想定か。 

  チケット購入者はアンケート回答が必須なのか、それとも任意なのか。 

  商店街の割引等の回答に対するインセンティブは想定しているのか。 

⇒【事務局】アンケート調査は GunMaaS のアンケート機能のみでの実施であり、任意のものである。

ただし 2 回目のアンケートに関しては、1 回目のアンケートでメールアドレス等を把握の上、WEB ア
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ンケートの回答用 URL を送付する想定である。２回にわたるアンケート調査となり、回答者に対す

る負担が大きくなるため、何らかの謝礼をお渡しする予定である。 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  せっかく実施するアンケート調査であるため、回収率の向上を図るための取組みが必要と考えて

いる。ある一定の母数が確保できないと、定量的な比較が難しくなる。 

  GunMaaS のアンケート機能に関しては、回答が多く集まるような傾向はあるか。 

⇒【事務局】ボールペン等を粗品で配布している場合は、回答数が多い傾向がみられる。 
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■沿線事業所等ヒアリング調査について 

【佐羽委員(関東運輸局地域公共交通マイスター)】 

  沿線事業所が現状と同条件で自家用車通勤から鉄道通勤に転換することは困難であると想定され

る。例えば、5つのゼロ宣言を踏まえた際には、二酸化炭素排出量の削減のために、自動車利用

の抑制は不可欠である。沿線事業者の二酸化炭素排出量の削減に対する考え方を把握するような

アプローチも考えられる。 

  また、群馬県として、5つのゼロ宣言に基づき沿線事業所に働きかけるような姿勢も必要ではな

いか。 

  その他に BCP の観点で「自動車以外での通勤手段の確保」に関して、ヒアリングすることも考え

られる。 

⇒【事務局】ヒアリング調査の質問項目に関して、今後詳細を検討する際に考慮する。 

⇒【田中副会長(群馬県知事戦略部交通イノベーション推進課)】本協議会での取組みをカーボンニュ

ートラル等と組み合わせて展開することに関しては、庁内関係部署と調整する。通勤での二酸化炭

素排出量はカーボンクレジットのように可視化できないため、事業所に付与するインセンティブが

課題となると考えられる。 

【仙波委員(東武鉄道(株)】 

  通勤時の二酸化炭素排出量に関しては Scope3 という考え方に沿って、上場企業等は公開してい

る。そのため、Scope3 公開事業所にとっては通勤の鉄道利用のメリットがあるが、Scope3 非公開

事業所の場合はメリットが少ないことが課題である。 

  ガソリン補助ではなく、定期券の支給により鉄道への転換が起こりうるのか等の行動変容の可能

性を具体的に把握してはいかがか。 

■実証実験や調査内容の検討について 

【吉田会長(福島大学・前橋工科大学)】 

  他協議会での意見も踏まえて、実証実験や調査内容は調整する必要がある。 

  そのため、個別具体の内容は事務局及び会長で協議の上、調整することで了承いただきたい。 

＜一同異議なし。＞ 

 

4.4 令和６年度協議会事業計画について 

＜事務局より資料４に基づき説明＞ 

特に意見なし。 

 

4.5 令和６年度協議会予算について 

＜事務局より資料５に基づき説明＞ 

特に意見なし。 

 

4.6 今後のスケジュールについて 

＜事務局より資料６に基づき説明＞ 

特に意見なし。 

以上 



潜在的利用者及び鉄道価値の
把握に関する調査

「上信電鉄・上毛電気鉄道1日乗り放題キャンペーン」
アンケート調査

1

資料２－１



上信電鉄・上毛電気鉄道1日乗り放題キャンペーンについて

2

• 上信電鉄・上毛電気鉄道において、群馬県民を対象とした1
日500円乗り放題キャンペーンを実施

• キャンペーンと合わせてアンケート調査を実施

• さらに、1日乗り放題チケット購入者を対象として、チケッ
ト利用後の利用経過アンケートを実施

上毛電気鉄道：9/1～11/4
上信電鉄：9/1～10/31

実施期間

平日：65歳以上の群馬県民
土日祝日(県民の日含む)：すべての群馬県民
※群馬県民及び年齢の判断は「GunMaaSのマイナ連携機能」を活用

対象

GunMaaSを活用したデジタルチケットを活用
価格：大人500円 子ども250円

キャンペー
ン方法

【デジタルチケット購入者】利用実態、利用しての困りごと等
【デジタルチケット未購入者】未購入理由、今後の購入意向
=========================================================
【利用経過アンケート】
※デジタルチケット購入者アンケート回答者のみ対象
チケット利用後の普段の行動の変化等

アンケート
内容

実施概要



上信電鉄・上毛電気鉄道1日乗り放題キャンペーンの結果

3

• 上毛電気鉄道：延731件

• 上信電鉄：延1,034件

※1人が複数回デジタルチケットを購入している場合もあり

合計

群馬県民・全年齢対象
のデジタルチケット

65歳以上対象の
デジタルチケット

土日祝(県民の日含む)
のみ利用可

全日利用可

731件(65日間)592件(24日間)139件(65日間)上毛電気鉄道

1,034件(61日間)827件(21日間)207件(61日間)上信電鉄

キャンペーン実施状況

《参考》他の紙媒体のフリーパスの令和5年度の販売枚数
[上電]赤城南麓フリーパス：9月93件 10月62件 11月33件
[上電]運転免許返納者割引ワンデーフリーパス：9月88件 10月115件 11月96件
[上信]一日フリー乗車券：9月82件 10月39件
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17 21 26 28
39

65
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7

31
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58
70

116

136
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212

237 239

7.1%

9.7%

6.4% 6.4%
6.0% 5.9%

5.0%
5.8%

8.4%

9.3%
9.6%

9.1%

7.8% 6.8% 7.7%
8.3%

9.6%
9.0%

8.7% 9.9%

11.3%
11.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

50

100

150

200

250

300

9/1 9/8 9/15 9/22 9/29 10/6 10/13 10/20 10/27 11/3 11/10

上信電鉄 上毛電気鉄道 未購入者 上信電鉄回答率 上毛電気鉄道回答率

実証実験アンケートの結果概要

4

• 上信電鉄：77件(購入延件数のうち9.6％)

• 上毛電気鉄道：61件(購入延件数のうち11.8％)

• 未購入者：239件

※1人が複数回デジタルチケットを購入している場合もあり

※以降は未回答・不明票を除いて集計・分析

アンケート回答状況



チケット購入者アンケート

5



回答者の属性

6

【チケット販売枚数】
65歳以上限定：延139件(19.0%)利用可能日数65日
土日祝限定 ：延592件(81.0%)利用可能日数24日

• 購入者アンケートは30～50歳代の回答割合高、65歳以上回答割合低
→チケット販売枚数も同様の傾向

• GunMaaSは提示のみ、アンケートは入力等の操作必要なことが高齢者の回答
割合低下の要因と推察

回答者の年齢構成
※無回答・不明票除く

14歳以下

1 

2% 20歳代

3 

5%

30歳代

15 

25%

40歳代

24 

39%

50歳代

10 

16%

60～64歳

5 

8%

65～69歳

1 

2%

75～79歳

2 

3%

N = 61



回答者の属性

7

• 利用者の居住地は沿線自治体が主

• 利用目的は観光利用が主

通勤

0 

0%

通学

0 

0%

買物

7 

12%

通院

1 

2%
仕事の移

動

4 

7%

観光

45 

79%

その

他

0 

0%

N = 57

前橋市

30 

49%

高崎市

11 

18%

桐生市

8 

13%

富岡市

1 

2%

みどり市

4 

7%

その他・

未回答

7 

11%

N = 61

回答者の居住地 回答者の利用目的

※無回答・不明票除く※無回答・不明票除く



来訪施設・場所

8

1 , 2%

0 , 0%

19 , 32%

0 , 0%

3 , 5%

1 , 2%

0 , 0%

1 , 2%

11 , 18%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

0 , 0%

1 , 2%

0 , 0%

8 , 13%

3 , 5%

 , 0%

勤務先

通学先

中央前橋駅周辺の商業施設(オリオン通り商店街、弁天通商店…

城東駅周辺の商業施設(JAファーマーズ、フレッセイなど)

片貝・上泉駅周辺の商業施設(前橋モール、フレッセイなど)

大胡駅周辺の商業施設(アイムなど)

新里駅周辺の商業施設(ベイシアなど)

赤坂駅周辺の商業施設(ベイシアなど)

西桐生駅周辺の商業施設(MEGAドン・キホーテなど)

群馬大学附属病院

前橋赤十字病院

前橋協立病院

群馬県立心臓血管センター

前橋城南病院

善衆会病院

恵愛堂病院

療育センターきぼう

高木病院

東邦病院

桐生厚生総合病院

ベイシア文化ホール（群馬県民会館）

群馬会館

前橋市総合福祉会館

前橋市民文化会館 大胡分館 大胡シャンテ

前橋市粕川公民館

桐生市中央公民館市民ホール

ぐんまフラワーパーク

群馬県庁展望ロビー

赤城神社

道の駅赤城の恵

大胡電車庫

桐生天満宮

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 60

中央前橋

25 

41%

城東

2 

3%三俣

1 

2%

片貝

6 

10%

上泉

1 

2%

赤坂

1 

2%

江木

3 

5%

大胡

5 

8%

樋越

1 

2%

粕川

2 

3%

膳

1 

2%

新里

3 

5%

東

新

川

1 

2%

赤城

2 

3%

桐生球

場前

4 

7%

富士山下

1 

2%

西桐生

2 

3%

N = 61

• 上毛電気鉄道はターミナルの中央前橋駅
が約4割にとどまり、途中の各駅からの
利用がみられる
→様々な沿線地域からの利用が推察

• 目的地は商業施設等が中心
→利用傾向として、
・まちなかのレジャー施設に遊びに行く
・商店街をぶらぶらする
といった“少しおでかけする”が強いと
推察

利用開始駅 来訪施設・場所
※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



来訪施設・場所

9

• 前橋市内の駅や桐生市内の駅は駅所在自治体以外の住民も利用開始駅として
いる

• 前橋市内の施設は来訪した利用者の約46%が前橋市外、桐生市内の施設に関
しては全員が桐生市外の在住
→住んでいる地域以外への来訪促進に寄与したと推察

利用開始駅別の利用者の居住地

前橋市内の駅 N=42

桐生市内の駅 N=10

みどり市内の駅 N=2

駅所在自治体の住民

71.4%

80.0%

100.0%

駅所在自治体以外の住民

28.6%

20.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

来訪者数

前橋市内の施設 N=25

桐生市内の施設 N=25

みどり市内の施設 N=5

前橋市

44.0%

60.0%

60.0%

桐生市

16.0%

みどり市

16.0%

4.0%

沿線自治体以外

24.0%

36.0%

40.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

来訪施設別の利用者の居住地

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



チケットを利用した乗車回数

10

• 主な利用は2回利用(往復)

• 一方で2回利用以上も約3割以上あり
→途中下車を伴う利用もみられ、周遊促進に寄与していると推
察

1回

9 

15%

2回

30 

49%

3回

10 

16%

4回

10 

16%

5回

1 

2%

6回

0 

0%

7回以上

1 

2%

N = 61

乗車回数 ※無回答・不明票除く



新規顧客の獲得

• 主な利用者は普段鉄道を利用していない方

• 回答者61人のうち約7割が普段の上毛電気鉄道経験なし

11

今回初めて利
用する

過去に利用し
たことがある

小計 10 8 18

半年以内に数回利用したこ
とがある

6 7 13

月に数回利用している 1 1 2

週に数回利用している 2 0 2

ほぼ毎日利用している 1 0 1

小計 25 18 43

今回初めて利用する 7 4 11

1年以上前に利用したこと
がある

12 8 20

1年以内に数回利用したこ
とがある

6 6 12

35 26 61合計

回答件数

GunMaaS

合計

上
毛
電
気
鉄
道

利用あり

利用なし 実証実験を通じた新規需要

※無回答・不明票除く



50.0%

38.9%

55.6%

22.2%

11.8%

27.8%

55.6%

38.9%

50.0%

35.3%

16.7%

5.6%

22.2%

41.2%

5.6%

5.6%

11.8%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運行頻度

乗り心地

風景・車窓

待合施設

バスなどとの接続

満足 やや満足 ふつう やや不満 不満

n=18

n=18

n=18

n=18

n=17

36.0%

28.0%

44.0%

24.0%

28.0%

24.0%

28.0%

28.0%

16.0%

16.0%

32.0%

32.0%

28.0%

44.0%

44.0%

8.0%

12.0%

16.0%

8.0% 4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運行頻度

乗り心地

風景・車窓

待合施設

バスなどとの接続

満足 やや満足 ふつう やや不満 不満

n=25

n=25

n=25

n=25

n=25

上毛電気鉄道に関する評価

• 上毛電気鉄道を普段利用していない方は運行頻度や乗り心地、
風景等で満足度が高い傾向、GunMaaS利用者の方が評価が高い

12

GunMaaS利用経験なし

GunMaaS利用経験あり

上
毛
電
気
鉄
道
利
用
経
験
な
し

鉄道利用の満足度 ※無回答・不明票除く



《参考》普段の鉄道利用頻度別のチケット利用目的

13

•普段の鉄道利用状況によらず、観光目的利用が多い
傾向

•普段利用あり：約47%、普段利用なし：約93％
⇒普段利用ありの方は買い物利用もみられた

通勤 通学 買物 通院 仕事の移動 観光

小計 0 0 5 1 3 8 17

半年以内に数回利用したこ
とがある

0 0 4 1 3 5 13

月に数回利用している 0 0 1 0 0 1 2

週に数回利用している 0 0 0 0 0 1 1

ほぼ毎日利用している 0 0 0 0 0 1 1

小計 0 0 2 0 1 37 40

今回初めて利用する 0 0 0 0 0 11 11

1年以上前に利用したこと
がある

0 0 1 0 0 17 18

1年以内に数回利用したこ
とがある

0 0 1 0 1 9 11

0 0 7 1 4 45 57合計

回答件数

利用目的

合計

上
毛
電
気
鉄
道

利用あり

利用なし

※無回答・不明票除く



GunMaaS利用経験なし×上毛電気
鉄道利用経験なし

GunMaaS利用経験あり×上毛電気
鉄道利用経験なし

鉄道の乗り方が分かり

づらかった

27.3%

22.2%

鉄道の運行時間が分か

りづらかった

11.1%

目的地までの所要時間

が分かりづらかった

13.6%

22.2%

鉄道と他交通機関の乗

り換えが分かりづら

かった

27.3%

11.1%

その他

31.8%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実証実験アンケートの分析の着眼点

• GunMaaS利用経験なしの利用者の91.7％は鉄道利用時に困りごとあ
り、GunMaaS利用経験ありの場合は困りごとありは42.9％

• 困りごとは「鉄道の乗り方」が主、無人駅での乗降方法等と推察

• 他交通機関との乗り換えの分かりづらさはGunMaaS利用経験の有無
で顕著に差あり
→GunMaaSでバス等を利用した経験の有無が困りごとに影響してい
ると推察

14

鉄道利用の際の困りごとの有無

鉄道利用の際の困りごとの内訳

GunMaaS利用経験なし×上毛電気
鉄道利用経験なし

GunMaaS利用経験あり×上毛電気
鉄道利用経験なし

困りごとあり

91.7%

42.9%

困りごとなし

8.3%

57.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



利用経過アンケート

15



利用の変化

• チケット利用者を対象にその後の上信電鉄・上毛電気鉄道の
利用状況を把握するためのアンケートを共通で実施

• 実証実験前と比較して、50.0%が以前よりも利用する傾向

• 日常的な利用は約31.0%が利用増加
⇒両方の鉄道のチケットを利用している場合は約60.0%

16

以前と比較した利用

日常的な利用

鉄道利用の変化

凡例

全体 N=82

上毛電気鉄道 N=30

両方利用 N=10

利用するようになった

15.9%

10.0%

60.0%

少し利用するようになった

34.1%

40.0%

10.0%

変わらない

45.1%

50.0%

30.0%

あまり利用しなくなった

2.4%

0.0%

0.0%

利用しなくなった

2.4%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

全体 N=81

上毛電気鉄道 N=29

両方利用 N=10

利用するようになった

4.9%

0.0%

10.0%

少し利用するようになった

24.7%

31.0%

50.0%

変わらない

66.7%

69.0%

40.0%

あまり利用しなくなった

0.0%

0.0%

0.0%

利用しなくなった

3.7%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



《参考》日常利用の変化(両鉄道合算)

• 実証実験前と比較して、利用するようになった方に着眼した
場合、約56％が上信電鉄・上毛電気鉄道を利用するような傾
向がみられる
⇒実証実験がきっかけとなり、日常利用に鉄道を組み込むよ
うな生活スタイルの訴求につながったと推察

17

利用するように

なった

4

10%

少し利用

するよう

になった

19

46%

変わらない

18

44%

あまり利

用しなく

なった

0

0%

利用しな

くなった

0

0%

N = 41

鉄道利用が増えた方の日常利用の状況
※無回答・不明票除く



利用頻度が変化なし・減少の理由

• 実証実験前と比較して、利用頻度が変化なし・利用しなくなっ
た方の主な理由は普段の生活に合わないことが最も多い
⇒今後の取組みとして、
①生活に鉄道を組み込むような個人への働きかけ
②個人が行動変容しやすいように企業・団体等への働きかけ
(勤務時間調整等)

が想定

18鉄道利用が変わらない・増えなかった方の主な理由

41.5%

14.6%

14.6%

33.3%

13.3%

13.3%

普段の生活に合わない

自動車の方が便利

運賃が高い

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体(N=41)

上毛電気鉄道(N=15)

※無回答・不明票除く



凡例

全体 N=88

上毛電気鉄道 N=32

両方利用 N=10

自家用車の利用を実際に控えるよう

になった

6.8%

6.3%

10.0%

自家用車の利用を控えようと考える

ようになった

27.3%

25.0%

60.0%

変わらない

65.9%

68.8%

30.0%

自家用車の利用が増えた

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自家用車利用の抑制

• 実証実験前と比較して、約33.4%が自家用車の利用を控えるよ
うな行動変容・意識変容
⇒両方の鉄道のチケットを利用している場合は約70.0%

19

自家用車利用の変化 ※無回答・不明票除く



未購入者アンケート

20



購入意向及び購入しなかった理由

• 未購入者を対象にアンケートを実施

• 76.8%が購入意向あり

21

購入意向

購入したい

と思う

185 

76.8%

購入する

予定はな

い

56 

23.2%

N = 241

• 未購入理由はチケットの存在を
知らなかったことが主

109 

58.9%
21 

11.4%
45 

24.3%

3 

1.6%

 , 0.0%

チケットの存在を知らなかった

紙チケットではないから

65歳未満のため平日利用できないから

興味がなかった

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 185

※無回答・不明票除く

購入しなかった理由 ※無回答・不明票除く



購入したいと思った理由

• チケットのお得さが最も多い

• 上信電鉄・上毛電気鉄道を利用してみたいと思ったが2位
→チケット造成そのものが上信電鉄・上毛電気鉄道に興味・関
心をもっていただくきっかけになったと推察

22

購入したいと思った理由

136 

73.5%
73 

39.5%
47 

25.4%
75 

40.5%
19 

10.3%

お得だと思ったから

いろいろな場所に行けると思ったから

休日も利用できるから

上信電鉄・上毛電気鉄道に乗ってみたいと思ったから

アンケート回答の景品が魅力的だったから

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 185

※無回答・不明票除く



購入したくない理由

• 購入したくない理由は、上信電鉄・
上毛電気鉄道を利用する必要性や機
会がないことが主

• 65歳未満で平日利用できないことも
要因

23

購入意向

購入したい

と思う

185 

76.8%

購入する

予定はな

い

56 

23.2%

N = 241

購入したくない理由

6 

10.7%
8 

14.3%
26 

46.4%
7 

12.5%
13 

23.2%
5 

8.9%

 , 0.0%

チケット価格が高いと思ったから

行きたい場所に行けないから

上信電鉄・上毛電気鉄道を利用する必要や機会がな…

紙チケットではないから

65歳未満のため平日利用できないから

興味がないから

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 56

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



上毛電鉄における分析と利用促進策の方向性

24

• 回答者の約7割が普段は上毛電気鉄道を利用していない(11頁)
→今回の実証実験により新規顧客の獲得につながった

• 利用者の目的地から、“少しおでかけする”ような利用傾向が
強いと推察(8頁)

• チケット造成そのものが上信電鉄・上毛電気鉄道に興味・関心
をもっていただくきっかけになったと推察(22頁)

→今回のキャンペーンに加えて、駅周辺の商店や商店街等の
と連携した特典等を用意することで、駅周辺の活性化など、
より大きな効果が期待できる可能性

施策例：沿線市の駅周辺でのお買い物券と乗り放題チケット
のセット等

• 約33.4%が自家用車の利用を控えるような行動変容・意識変容
(19頁)

→より多くの沿線住民に行動変容を促すためにも、今回のよ
うなキャンペーンを継続的に実施していくことが重要となる



潜在的利用者及び鉄道価値の
把握に関する調査

高校生保護者アンケート

1

資料２－２



アンケートの概要

2

• 上信電鉄・上毛電気鉄道の沿線高校の保護者を対象にアン
ケートを実施

• 協力校：計18校(上信電鉄・上毛電気鉄道沿線合計)
⇒うち上毛電気鉄道沿線10校
【協力校】
前橋商業高等学校、前橋東高等学校、前橋育英高等学校、前
橋清陵高等学校、樹徳高等学校、桐生第一高等学校、前橋高
等学校、勢多農林高等学校、桐生清桜高等学校、桐生高等学
校

• 回答者数：2,999名(上信電鉄・上毛電気鉄道沿線合計)
⇒うち上毛電気鉄道沿線1,652名



重要視した

230

58%

少し重要

視した

57

14%

ふつう

46

12%

あまり重

要視して

いない

17

4%

重要視し

ていない

49

12%

N = 399

1.利用している

399

24%

2.利用し

ていない

1252

76%

N = 1,651

3

• 回答者のうち約24％のお子様が上信電鉄・上毛電気鉄道を利
用して通学

• 上信電鉄・上毛電気鉄道を利用しているお子様に関して、約
72%は鉄道での通学を進路選択の際に重要視

鉄道の利用状況 鉄道運行の重要度合

鉄道利用の状況と進路選択における重要度

※無回答・不明票除く※無回答・不明票除く



重要視した

423

57%

少し重要

視した

101

14%

ふつう

95

13%

あまり重

要視して

いない

35

5%

重要視し

ていない

86

11%

N = 740

1.利用している

742

25%

2.利用し

ていない

2252

75%

N = 2,994

《参考》鉄道利用の状況(両鉄道合計)

4

• 回答者のうち約25％のお子様が上信電鉄・上毛電気鉄道を利
用して通学

• 上信電鉄・上毛電気鉄道を利用しているお子様に関して、約
71%は鉄道での通学を進路選択の際に重要視

鉄道の利用状況 鉄道運行の重要度合

※無回答・不明票除く※無回答・不明票除く



1.今と同じ進路選

択だったと思う

201

51%

2.今と同じ進路選択

だが下宿していると

思う

9

2%

3.今とは別の高校

に進路選択したと

思う

183

46%

4.高校進学を断

念したと思う

2

1%

N = 395

進路選択への影響

5

• 上毛電気鉄道を利用して、通学できなかった場合に約46%は
今とは別の高校に進路選択したと回答

鉄道運行の進路選択に与える影響

《参考》両鉄道の合計

1.今と同じ進路選

択だったと思う

308

42%

2.今と同じ進路

選択だが下宿し

ていると思う

15

2%

3.今とは別の高校

に進路選択したと

思う

405

55%

4.高校進学を断

念したと思う

9

1%

N = 737

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



鉄道利用により実現している学校生活

6

• 鉄道運行していることで夕方の部活動に参加しやすい環境と
なっているといえる

鉄道利用により実現している学校生活

75

205

42

54

54

0 50 100 150 200 250

1.朝の部活動

2.夕方の部活動

3.通院等で普段よりも遅い時間に登校

4. 通院等で普段よりも早い時間に下校

5.通塾

※無回答・不明票除く



1.朝は送迎していない

8

5% 2.通勤等の別の

用事のついでに

送迎

30

17%

3.駅までのアクセス

のためだけに送迎

136

78%

N=174

1.夕方は送迎していない

14

8%
2.通勤等の別の

用事のついでに

送迎

16

9%

3.駅までのアクセス

のためだけに送迎

143

83%

N=173

1.朝は送迎していない

8

5%

2.6時台よりも早い

3

2%

3.6時台

47

27%

4.7時台

115

66%

5.8時台

1

0%

N=174

1.自動車(送迎)※朝・夕

のどちらかだけの場合

も含む

174

44%
2.自転車

132

33%

3.徒歩

88

22%

4.バス

0

0%

5.その他

4

1%

N=398

送迎の状況

7

• 約44%は上毛電気鉄道の駅ま
で送迎

• 朝・夕それぞれ駅までのア
クセスだけのために送迎

• 朝は7時台に送迎が集中

• 夕は時間帯が分散

朝の送迎 夕方の送迎朝の送迎時間帯 夕方の送迎時間帯

※無回答・不明票除く※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く

1.夕方は送迎していない

14

8% 2.16時台よりも

早い

1

1%

3.16時台

23

13%

4.17時台

32

18%
5.18時台

22

13%

6.19時台

36

21%

7.19時台より

も遅い

45

26%

N=173



1.影響がある

168

43%

2.影響はない

227

57%

N=395

鉄道運行が将来の進路等に与える影響

•鉄道利用している約43%は鉄道運行が将来の進路等
に影響を与えると回答

•通学範囲の狭まり以外に自習等の学習時間の確保に
与える影響も意見として挙がっている

8

【想定される影響(一部抜粋)】自由記述：全304件、
うち上毛電気鉄道151件
• 通える学校が少なくなり進路が狭まる
• 電車がなければ別の通学方法などを考えなけれ

ばならないとなると、子供の行きたい学校と、
行ける学校は変わってくると思います。

• 遅くまで自習室で学習できなくなるので、学力
低下、希望する進学は難しくなる

• 電車がないと車で送り迎えなってしまう（片道
40分往復80分）

鉄道運行が将来の進路等に与える影響

※無回答・不明票除く



1.大きいと感じる

319

81%

2.大きいとは感

じない

76

19%

N=395

大きいと感じる

110

38%
大きいとは感じ

ない

176

62%

N=395

通学に係る費用の負担

•通学定期券の費用負担は大きいと感じる方が81%

•送迎に関しては、大きいと感じない人が62%

9

通学定期券が家計に与える負担 送迎に係る費用が家計に与える負担
※無回答・不明票除く ※無回答・不明票除く



1.特に負担の軽減に

なっていない

143

20%

2.送迎の負担の

軽減になってい

ると感じる

525

74%

3.通学に係る費用の

負担の軽減になって

いると感じる

43

6%

N = 711

1.特に負担の軽減に

なっていない

71

18%

2.送迎の負担の軽減に

なっていると感じる

291

76%

3.通学に係る費用の

負担の軽減になって

いると感じる

23

6%

N = 385

保護者の負担軽減

•約82%の保護者は鉄道運行が通学に係る負担(送迎や
費用)の軽減につながっていると捉えている

10

保護者の負担軽減に与える影響

《参考》両鉄道の合計

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



1.自宅から高校まで

が近い

387

35%

2.通勤途中に送

迎できる

27

3%

3.駅の場所が通学利

用にはあっていない

668

61%

4.運行時刻が通学利

用にはあっていない

13

1%

N = 1,095

1.自宅から高校まで

が近い

862

43%

2.通勤途中に送

迎できる

63

3%

3.駅の場所が通学利

用にはあっていない

1061

53%

4.運行時刻が通学利

用にはあっていない

21

1%

N = 2,007

鉄道を通学で利用しない理由

•鉄道を通学で利用しない主な理由は駅の場所が通学
利用にあっていないことが約61%
→駅・高校、駅・自宅間の移動手段の検討が新たな
需要確保につながると推察

11
鉄道を通学で利用しない理由

《参考》両鉄道の合計

※無回答・不明票除く

※無回答・不明票除く



上毛電鉄における分析と利用促進策の方向性

12

• 上毛電気鉄道を利用して、通学できなかった場合に約46%は今とは別
の高校に進路選択したと回答(5頁)

• 鉄道運行が将来の進路選択に影響を与えると約41%が回答、自由記述
の中には進路選択の幅の狭まりや学習時間確保が困難になるという
意見もあり(8頁)
→鉄道の運行維持やサービス向上に取り組むことが教育環境の向上
の観点でも重要な意義

• 通学定期券の費用負担は大きいと感じる方が約81%(9頁)
→運賃施策の検討の際に通学定期券の値上げ等により逸走の恐れが
あると推察

• 約82%の保護者は鉄道運行が通学に係る負担(送迎や費用)の軽減につ
ながっていると捉えている(10頁)
→鉄道運行による保護者が享受するメリットが確認

• 鉄道を通学で利用しない主な理由は駅の場所が通学利用にあってい
ないことが約61%(11頁)

→高校や自宅と駅を結ぶ経路等の改善・構築により、新たな鉄道需
要の創出の可能性がある



前
提

上毛電気鉄道の今後のあり方に関する基本方針

1. 鉄道のあり方

※１・沿線住民等アンケートで、鉄道存続のための運賃値上げ（約6割が賛同）や負担金支払（約3割が賛同）を許容す
る鉄道の存在価値を認める結果が出た。
・調査の結果、輸送量の面でバス転換は困難であり、また、バス・BRT転換時の収支予測やクロスセクター効果の試算結
果が鉄道存続優位であることが判明した。

※２ 完全上下分離方式等の他の支援スキームを検討したが、土地譲渡が難しい、線路・電路などのいわゆる「下」部分の管
理を自治体が行うには技術者の確保が必要等の課題が多く、現行の補助形式を上回るメリットはなかった。

※３ 現時点におけるアンケート調査やその他基礎データに基づいた結果であり、大幅な数値変更等が発生した場合には、(A)
(B)を見直す可能性がある。

沿線住民等アンケート調査結果やその他基礎データに基づき経営連絡分科会で議論した結果、
鉄道線を活かした沿線地域の価値の最大化を目指すことを前提として、（Ａ）上毛電気鉄道は

全線鉄道として存続※１、（Ｂ）沿線自治体による上毛電気鉄道に対する補助は従来と同じ形

式（群馬型上下分離）で継続する※２こととなった。※３

方
向
性

上記(A)(B)を前提に、鉄道を活かした沿線地域の価値※の最大化を図るため、以下５点の方
向性で取組を検討する。
※ 単に鉄道事業者の企業収益の増加という観点だけではなく、利便性の向上や利用者数の増加に伴う沿線地域の

 集客力の増加や土地価値の向上、賑わい創出などの観点を含めた総合的な価値を想定。

② 自治体による投資的な追加補助：利便性向上や利用者増加
    自治体から鉄道事業者に対する現行の補助金は、主に鉄道の安全運行維持のためのものであり、投資的経費としては
活用できていない。鉄道を活かし沿線地域の価値を最大化させるには、利便性を高め、利用者増加につながるための新た
な取組を進めていく必要がある。そのため、自治体は、地域公共交通計画・特定事業実施計画の策定を見据え、 (1)キャ
ッシュレスシステム（交通系IC等）の導入を速やかに検討するとともに、(2)車両更新などについて、国の補助制度を最大
限活用しながら、投資的な追加補助を検討する。

③ ３社の経営・業務執行をサポートする体制(組織)づくり：追加補助の効果の最大化
 自治体が上記②の投資的な追加補助を行うには、鉄道事業者が当該追加補助を十分に活用するための体制強化が
必要となる。そのため、上記①の業務の一部共有・共同化やデータを活用した収益増加策の検討等、３社横断で経営力
を強化するためのサポート体制（組織）づくりを検討する。

④ 自治体による３社の鉄道事業に係る執行・経営状況のモニタリング・ガバナンス体制強
化：沿線地域の価値向上への貢献
沿線地域の価値最大化に向けて鉄道事業において補助金が有効に活用されているか、各社において鉄道事業の価値

向上・推進に向けた組織体制・運営がなされているかなどをモニタリングするため、鉄道事業に係る意思決定機関（経営会
議等）への参画等を含めた経営管理契約の締結など、自治体が鉄道事業者とともに沿線地域の価値向上に貢献できる
体制づくりを検討する。

⑤ 自治体による政策推進：鉄道を用いた沿線地域ポテンシャルの向上
  鉄道の存続を前提に置く以上、自治体はこれまで以上に鉄道を用いて沿線地域のポテンシャルを高めるための政策を推
進する必要がある。そのためには、単なるイベントの開催や一過性のキャンペーンではなく、通学定期券購入費補助などによ
る利用者確保策など、地域の実情に応じて、様々な側面から持続可能な政策を検討する。また、鉄道が地域にもたらす多
面的価値（CO₂削減、地価、人口減少対策等）や社会インフラとしての公共交通網維持の重要性等について、自治体
と鉄道事業者が連携して情報発信を行い、沿線住民の公共交通に関する意識醸成を促す取組を検討する。

2. 今後の取組の方向性

① ３社*の一部業務の共通化：収益増加や生産性向上
    ３社の鉄道事業経営は、収益性が低く赤字が続いている。また待遇面の低さも相まって人手不足の問題も顕在化して
いる。そこで、各社が個々に行っている企画営業や財務経理等業務を一部共通化したり、共同発注の体制を整えることな
どにより、業務効率化による生産性向上や人手不足改善につなげるための仕組みを検討する。

＊上毛電気鉄道㈱、上信電鉄㈱、わたらせ渓谷鐵道㈱

R7.1.27
上毛電気鉄道沿線
地域交通リデザイン

推進協議会
経営連絡分科会
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県内中小私鉄３線のデータ比較
【参考資料】

区分

鉄道概要
地域
分析

鉄道利用状況

開業年 路線延長 駅数
鉄道事業の
赤字転落時期

公的支援方法
沿線人口
（2020年～
2045年）※

輸送量 通学定期
比率

（R4年度）

定期外
比率

（R4年度）R1年度 R4年度

上電 昭和3年 25.4km 23駅 昭和49年
群馬型

上下分離方式
約11万人減
（約22％減）

155万人
130万人

(対R1比86%)
53% 27%

上信 明治30年 33.7km 21駅 平成5年
群馬型

上下分離方式
約7万人減

（約16％減）
220万人

190万人
(対R1比87%)

48% 28%

わ鐵
平成元年
（路線全通:
大正3年）

44.1km 17駅

ＪＲ足尾線か
ら平成元年に
第三セクター
で引き継ぎ

第三セクター
方式

約8万人減
（約35％減）

37万人
32万人

(対R1比87%)
42% 51%

区分

鉄道の存在意義（ｱﾝｹｰﾄ結果） 経営状況

運賃値上げを
容認する割合

（住民,利用者）

運行維持負担金を
支払う意思がある割合

（住民,利用者）

鉄道事業の
経営状況
（過去５年

H30～R4年度）

運賃改定

過去５年（H30
～R4年度）平均
補助金投入状況

（国、県,沿線自治体）

鉄道事業営業収支率
（R4年度）

※100%未満の場合、
鉄道事業が赤字

上電 〇約6割
○約3割

（うち年間負担額1000円未満
／世帯が約5割で最多価格帯）

2～3億円
赤字

H5年改定
（30年間改定
なし）※

約3億円／年 51.3%

上信 〇約5割
○約2割

（うち年間負担額1000円未満
／世帯が約4割で最多価格帯）

1～3億円
赤字

H10年改定
（25年間改定
なし）※

約3.5億円／年 68.0%

わ鐵 〇約7割

○約3割
（うち年間負担額1000～2000
円／世帯が約4割で最多価格

帯）

2～3億円
赤字

H7年改定
（28年間改定
なし）※

約3.7億円／年 35.4%

※消費税増税による運賃改定を除く

※出典：国立社会保障･人口問題研究所



  

令和７年度上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会（法定協議会） 

事業計画（案） 

 

名称・開催日 内   容 

第７回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザ

イン推進協議会（法定協議会） 

＜令和７年５月頃＞ 

○令和６年度事業報告 

○令和６年度収支決算 

○令和７年度事業計画 

第５回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザ

イン推進協議会経営連絡分科会 

＜令和７年７月頃＞ 

○地域公共交通計画策定検討 

第８回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザ

イン推進協議会（法定協議会） 

＜令和７年９月頃＞ 

○第５回経営連絡分科会開催概要報告 

○地域公共交通計画検討 

会報「上電通信No.3」の発行 

＜令和７年１０月＞ 
〇協議会の取り組みについて沿線住民に周知 

第６回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザ

イン推進協議会経営連絡分科会 

＜令和７年１２月頃＞ 

○地域公共交通計画検討 

第９回上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザ

イン推進協議会（法定協議会） 

＜令和８年１月頃＞ 

○第６回経営連絡分科会開催概要報告 

○地域公共交通計画検討 

会報「上電通信No.4」の発行 

＜令和８年２月＞ 
〇協議会の取り組みについて沿線住民に周知 
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自　令和6年4月 1日

至　令和7年3月31日

１　収入 （単位：千円）

項目
前年度
予算額 予算額 増減 摘　要

前年度繰越金 120 120

負担金 10,270 14,201 3,931

【内訳】  ・群馬県　   7,102千円
　　　　・前橋市   　4,196千円
　　　　・桐生市　   2,066千円
　　　　・みどり市     837千円

　　　　　　　　計　 14,201千円

補助金 9,790 14,201 4,411 国土交通省地域公共交通計画策定事業（広域）

諸収入 0 0

合計 20,060 28,522 8,462

２　支出 （単位：千円）

項目
前年度
予算額 予算額 増減 摘　要

会議費 0 0

事業費 19,580 28,402 8,822
法定協議会（経営連絡分科会）運営補助及び地
域公共交通計画検討に係る業務委託
協議会会報「上電通信」作成

事務費 480 120 △ 360

予備費 0 0

合計 20,060 28,522 8,462

令和７年度上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会

＊支出予算の項目ごとについて過不足が生じた場合は、相互に流用できるものとする。

　収支予算（案）
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◇R５年度 ・沿線ごとに、地域交通法に基づく法定協議会を設置。各鉄道沿線地域状況や経営状況分析等、基礎データづくりを実施。

◇Ｒ６年度 ・基礎データに基づき、鉄道のあり方、公的支援方法等について、議論し方向性を決定。

◆R7年度 ・今年度議論を重ねた鉄道のあり方、今後の取組の方向性に基づき、各鉄道沿線地域に係る地域公共交通計画（地域交通法に

基づく）の策定を進める。

地域公共交通再構築調査事業

R５年度 R６年度 R８年度～

１2月

中間報告

３月

結果報告

今後のスケジュール

地域公共交通計画策定事業（広域）

特定事業実施
計画策定(再構
築・利便増進)

社会資本
整備総合
交付金の

活用

上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会（沿線法定協議会）

●第１回（書面）
R5.10.10

●第２回（対面）
R6.1.30

鉄道のあり方、公的支援方法等を関係者で協議

上毛電気鉄道沿線地域交通リ・デザイン推進協議会 経営連絡分科会

 沿線地域の人口動態、沿線施設の分布状況等分析

 沿線住民、高校生等の利用者アンケート実施

 地域鉄道３線の経営・財務状況等分析

法定協議会

設置10月

７月

契約

R７年度

第１回
R6.5.13

第２回
R6.8.29

第３回
R6.11.6

第４回
R6.12.26

●第４回（対面）
R6.6.25

●第５回（書面）
R6.9.11

スケジュール

●第３回（書面）
R6.3.14

地域公共交通再構築調査事業

 潜在的利用者及び鉄道価値の把握に

関する調査実施

●第６回（対面）
R7.1.27

●第８回（対面）
R7年9月頃

●第７回（対面）
R7年5月頃

●第９回（対面）
R8年1月頃

第５回
R7年7月頃

第６回
R7年12月頃

 地域公共交通計画 策定
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